



























































しなければならない (会社法 390 条 3 項)。
監査役は、監査役会の求めがあるときは、いつでもその職務の執行の状












具体的には、①取締役会の役割は、「基本事項の決定 (会社法 416 条)
と委員会メンバーの選定 (会社法 400 条 2 項)・解職 (会社法 401 条 1 項)



























制度である。取締役会と会計監査人を置く会社は (会社法 327 条 5 項)、
定款に定めることにより、監査等委員会設置会社となることを選択するこ
とができる (会社法 326 条 2 項)。
監査等委員会設置会社においては、監査役は存在しない一方、監査等委
員会が取締役会に置かれ、その委員である取締役は三人以上で、過半数は
「社外取締役」でなければならない (会社法 331 条 6 項)。監査等委員会設
置会社になることにより、監査役会設置会社における監査役会の役割のす
べてと取締役会の役割の一部を監査等委員会に一元化することができる。














③ 342 条の 2 第 4 項 (監査等委員以外の取締役の選任等) および 361






























い (会社法 415 条)。取締役会の機能は、業務執行監督が中心となるため、
取締役会の権限は、「基本的事項の決定」、「委員会構成員の選定・監督」、
「執行役の選任監督」等に限定され、一定事項を除いて、業務決定の権限
を執行役に委譲することができる (会社法 416 条)。取締役会は基本的事
項の決定と業務執行の監督を行う。執行役が業務を執行し (会社法 418














(362 条 2 項三号)、対外的に「会社を代表する」常設の機関である (会社
法 363 条 1 項 1 号)。会社法的においては、代表取締役は取締役会の下部
機関であり、取締役会の指揮・監督に服する (会社法 362 条 2 項三号、3
項)。
取締役会設置会社では (指名委員会等設置会社は別)、代表取締役は、

































( 5 ) 神田秀樹『会社法』第 18版 (弘文堂、2016 年) 221頁、222頁。
( 6 ) 社外取締役の要件 2014 年改正で強化され、①親会社等の取締役・執行役・使用人で




求される (会社法 177 条 1 項 2 号)。他方、雇用等関係の不存在に関する過去要件は緩和
され、10 年間空白期間があれば社外取締役になれることとなった。この過去要件は、2001
年 12 月改正前は 5年であったのが、同改正で撤廃され、2014 年改正で 10 年として復活し
たことになる。
















取締役が、会社法 327 条の 2の規定に基づき「社外取締役を置くことが
相当でない理由」を説明する義務を負うにもかかわらず、その説明をしな
かった場合または虚偽の説明をした場合等には、取締役は、その善管注意
義務 (会社法 330 条、民法 644 条) に違反した状態となる。






法 831 条 1 項 1 号) に該当するとされる余地もあるものと思われる
( 8 )
。













(会社法 381 条 1 項、2項、3項)。
また、監査役は、職務を行うについて会社に対して善管注意義務 (民法
644 条と会社法 330 条) を負う。
監査役は、その職務を行うに際して取締役の職務の執行に関し不正の行
為または法令、定款に違反する事実・著しく不当な事実を発見したときは、
遅滞なく、これを取締役会に報告しなければならない (会社法 382 条)。
また、監査役は、取締役会に出席する義務を負い、必要があると認める









当するものをいう (会社法 2条 16 項)。イ その就任の前 10 年間当該株式
会社または子会社の取締役・会計参与・執行役・支配人その他の使用人で
あったことがないこと。ロ その就任の前 10 年内のいずれかの時において




























(10) 神田秀樹『会社法』第 18版 (弘文堂、2016 年) 207頁。
(11) 東証有価証券上場規程第 436 条の 2
上場内国株券の発行者は、一般株主保護のため、独立役員 (一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役 (会社法第 2 条第 15 号に規定する社外取締役であって、会社
法施行規則 (平成 18 年法務省令第 12 号) 第 2 条第 3 項第 5 号に規定する社外役員に該当
する者をいう。) 又は社外監査役 (会社法第 2 条第 16 号に規定する社外監査役であって、









423 条) 及び対第三者責任規定 (会社法 429 条) が適用される。
日本の独立役員の非適格要件







D．最近において次の (A) から (D) までのいずれかに該当していた




E．次の (A) から (H) までのいずれかに掲げる者 (重要でない者を
除く。) の近親者 (A) Aから前 Dまでに掲げる者 (B) 上場会社
の会計参与 (当該会計参与が法人である場合は、その職務を行うべ
き社員を含む。以下同じ。) (社外監査役を独立役員として指定する




役 (社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。) (G) 上場













ガバナンス報告書提出期日が昨年 12 月であった。しかし、この猶予は 1
年目のみに適用されるため、2年目は、2016 年 6 月の定時株主総会後すみ
やかに提出するコーポレート・ガバナンス報告書において対応することに
なる。
東京証券取引所が 2016 年 1 月 20日に公表した「コーポレートガバナン







































(14) ｢平成 26 年会社法改正の背景とシンポジウムの企画趣旨」商事法務 No. 2109、2016 年 8
月 25日、4頁。




2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年
社外取締役 55.4% 62.3% 74.3% 94.3% 98.8%
独立社外取締役 38.8% 46.9% 61.4% 87.0% 97.1%
独立社外取締役 2名以上 16.7% 18.0% 21.5% 48.4% 79.7%
(2) 経営陣幹部による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うこと
(3) 独立した客観的な立場から、経営陣 (執行役及びいわゆる執行役員




















用すべきとするもの。(会社法 362 条 2 項 2 号、会社法 416 条 1 項 2 号)
補充原則 4-1 ③
取締役会は、最高経営責任者等の後継者の計画 (プランニング) につい

























原則 4-3 取締役会の役割・責務 (3)
取締役会は、適切に会社の業績等を評価し、それを経営陣幹部の人事に
適切に反映すべきである。適時正確な情報開示に行われるよう監督すると
ともに、内部統制 (会社法 362 条 4 項 6 号、会社法 362 条 5 項) やリスク
管理体制を適切に整備すべきである。
経営陣・支配株主等の関連当事者と会社とで生じ得る利益相反 (会社法



















































































































































































































(ⅰ) 会社の目指すところ (経営理念等) や経営戦略、経営計画



















301 条 1 項) で候補者とした理由 (会社法施行規則 73 条、74 条 4 項、76
条 4 項) が記載されるものの、それ以外の取締役・監査役については、そ























された (会社法 344 条)。
監査役、監査役会による会計監査人の解任事由は法定されている (会社























































れた監査等委員会設置会社 (会社法 2 条 11 項の 2、399 条の 2〜399 条の
14) の監査等委員会と、任意の諮問委員会との関係である。会社法改正法
の下では、監査等委員会設置会社 (会社法 329 条 2 項) には、社外取締役


















法律事務 HP、2015 年 9 月 9日) 3頁。
265(265)
コーポレート・ガバナンスをめぐる諸課題
















関西に実質的な本社を置く 2016 年 3 月期決算会社の株主総会の招集通
知を日本経済新聞社が調べた。独立社外取締役は、主要取引先の金融機関
出身者などではなく、経営からの独立性の高い社外取締役を指す。東京証
券取引所と金融庁が 2015 年 6 月に導入したコーポレートガバナンス・
コードでは 2人以上の選任を求めている (コーポレートガバナンス・コー
ド原則 4-8)。
2016 年は日本写真印刷 (監査役設置会社) や小林製薬 (監査役設置会
社) などが独立社外取締役を増員する。17日に株主総会を開いた日写印
は 1人増の 4人とし、取締役 8人の半数を占めるようにした。小林製薬は
働く女性の視点で商品開発などを手掛けるイー・ウーマン (東京・港) の
(18) 横山淳「コーポレートガバナンス・コードと金商法、会社法の論点②独立社外取締役に





























































(19) ｢社外取締役、3割が増員、関西主要 100 社、進む統治改革、複数確保 9割超す」(日本
























新形態に移行済み、または移行を表明した上場会社は 2015 年 9 月 14日
時点で 220 社。そのうち東証 1部以外の上場会社 (東証 2部、東証マザー
ズ、ジャスダック、名証 2部、名証セントレックス、福証) は 111 社と過























































まとめでは、独立取締役を 2 人以上選任した会社は 1 部上場の約 8 割、
1525 社と 2015 年より 3 割増えた。コーポレート・ガバナンス改革の一環
で社外人材を起用し経営の透明性を高める動きが広がっている。
2016 年 6 月 16日までに会社が提出した独立役員届出書から算出した。
2015 年 6 月に上場会社への適用が始まったコーポレートガバナンス・
コードは最低 2 人の独立取締役の選任を求めている。適用から 2年目を迎
え、主要会社はほぼこの条件を満たした。
2部市場では 2人以上の独立取締役がいるのは 2社に 1 社、新興市場の
マザーズ市場やジャスダック市場では 2 割台。全上場会社 (約 3500 社)
では約 6 割、2045 社となった。
会社法は社外取締役の選任を事実上強制している (会社法 327 条の 2)























れる (会社法 400 条 1 項)。委員会を構成する取締役の過半数は社外取締
役でなければならない (会社法 400 条 3 項)。監査等委員会設置会社にお
いては、監査等委員会が取締役会に置かれ、その委員である取締役は三人
以上で、過半数は「社外取締役」でなければならない(会社法 331 条 6 項)。
社外取締役の任用を忌避する上場会社は、社外取締役の設置が不要の監査
役会設置会社形態を必然的にとることとなるのである。このことは、制度
(23) ｢独立取締役選任広がる、2 人以上、1部上場の約 8 割」(日経産業新聞 2016 年 6 月 20
日)。
272 (272)
間競争の緊張を通じた機関運用の最適化への期待と企業統治の根幹まで任
意としてしまう規律の柔軟性が、モニタリング・モデルの間で、問題を生
じさせているように思われる。この問題の修正過程が今後の重要な課題に
なるものと考えられる。
273(273)
コーポレート・ガバナンスをめぐる諸課題
